
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

札幌市学校施設新改築等整備方針策定支援業務 

公募型企画競争 提案説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７ 年６ 月 

札幌市教育委員会総務部学校施設課 

 

 



１  業務名 

  札幌市学校施設新改築等整備方針策定支援業務 

 

２  業務の目的 

  本市では、 約 300 ある学校施設のう ち、 その８ 割以上が建築後 30 年を経過し てお

り 、 施設の老朽化が顕著になっ ている。 そのため、 本市は、 学校施設の新築や改築

（ 以下、「 新改築」 と いう 。）、 建物の耐久性及び教育環境等の向上を 図る施設の全面

的改修（ 以下、「 長寿命化改良」 と いう 。） を 、 より 経済的かつ安定的に実施し ていく

こ と が不可欠な状況に直面し ている。  

  一方で、 資材の高騰や労務単価の上昇等を 原因と する、 事業費の増加や入札の不調

など、 新改築及び長寿命化改良の事業（ 以下、「 新改築等事業」 と いう 。） を実施する

う えでさ まざまな課題が生じ ている。  

  現在、 本市は、 新改築等事業を行う にあたり 、 設計、 施工、 維持管理を すべて分け

て契約し 整備する手法（ 以下、「 従来手法」 と いう 。） を 基本と し ていると こ ろ である

が、 上記課題への対応及び効率的な事業実施のためには、 従来手法にと ら われず、 導

入し う る様々な整備手法を 調査検討のう え、 本市における最適な整備手法について包

括的方針を定めるこ と が有効であると 判断し た。  

  本業務は、 以上を 踏まえ、 本市の新改築等事業について、 現状と 課題の抽出や整備

手法の整理、 各整備手法の評価及び課題に対する効果並びに事業スケジュ ール等の調

査検討を 行い、 包括的な整備方針（ PPP/PFI 手法の検討過程における包括的簡易検

討） 策定に向けた支援を 行う こ と を 目的と するも のである。  

 

３  業務期間 

  契約締結日から 令和８ 年３ 月 31 日（ 火） まで 

 

４  予算規模（ 契約限度額）  

  16, 065, 000 円（ 消費税及び地方消費税を含む）  

 

５  業務内容 

  別紙「 業務仕様書（ 案）」 のと おり  



 

６  契約概要 

 ⑴ 告示日 

   令和７ 年( 2025 年) ６ 月 20 日（ 金）  

⑵ 契約方法 

   公募型企画競争により 選定さ れた委託候補者と の随意契約 

 

７  参加資格要件 

  次の要件を すべて満たす者と する。  

 ⑴ 地方自治法施行令第 167 条の４ の規定に該当し ない者であるこ と 。  

 ⑵ 令和４ ～７ 年度札幌市競争入札参加資格者名簿（ 物品・ 役務） に登録さ れている

者であるこ と 。  

 ⑶ 同一の企画競争において、 事業協同組合等の組合と 当該組合員と が同時に参加し

ていないこ と 。  

 ⑷ 会社更生法（ 平成 14 年法律第 154 号） による更生手続開始の申立てがなさ れて

いる者又は民事再生法（ 平成 11 年法律第 225 号） による再生手続開始の申立てが

なさ れている者（ 手続開始決定後の者は除く 。） 等経営状況が著し く 不健全な者で

ないこ と 。  

 ⑸ 企画提案書の提出期限までの間において、 札幌市競争入札参加停止等措置要領の

規定に基づく 参加停止の措置を受けていないこ と 。  

 

８  企画提案を 求める事項 

 ⑴ 過去の業務実績について 

学校その他の公共施設に係る整備手法の調査・ 検討業務、 PPP/PFI の導入可能性

調査業務など、 本業務に活用でき ると 考える業務実績と その活用方法を 示すこ と 。  

⑵ 業務体制等について 

   本業務を 適切に履行するにあたっ て、 受託者内部での役割分担や外部への委託事

項等を 含む執行体制等を 示すこ と 。  

 ⑶ 業務スケジュ ールについて 

   業務仕様書第６ 項の業務スケジュ ール（ 案） に基づき 、 本業務を 履行するにあた



っ ての事務執行スケジュ ールを示すこ と 。  

 ⑷ 業務実施内容について 

業務仕様書（ 案） ４ 「 業務内容」 に掲げる⑴～⑸の項目について、 本業務を 履行

するにあたり 、 特に重要と なる事項を示し たう え、 どのよう な点に着目し て事業を

進行し ていく のか、 その着眼点や具体的な方法を示すこ と 。  

 ⑸ 独自提案事項について 

   本業務を 履行するにあたり 、 業務仕様書（ 案） に記載はないが、 提案者が必要又

は有効と 考える事項があれば示すこ と 。  

 

９  参加手続に関する事項 

 ⑴ 日程（ 予定）  

手続 日程 

企画提案の公募開始（ 告示）  令和７ 年６ 月 20 日（ 金）  

質問書の提出期限 令和７ 年６ 月 27 日（ 金） ※１  

参加意向申出書及び企画提案書等の提出期限 令和７ 年７ 月 14 日（ 月） ※１  

参加資格の確認及び書類審査（ 一次審査）  令和７ 年７ 月 23 日（ 水）  

ヒ アリ ング（ 二次審査） ※２  令和７ 年７ 月 31 日（ 木）  

  ※１  提出期限は、 それぞれ期限日の 17 時必着と する。  

  ※２  ヒ アリ ング（ 二次審査） は、 必要と 認める場合のみ実施する。  

 ⑵ 提出書類 

   本企画競争への参加を 希望する者は、 下記の提出書類について、 提出書類①は、

提出期限までに正本１ 部を担当部局へ持参又は郵送により 提出するこ と 。 また、 提

出書類②～④は、 提出期限までに正本１ 部及び副本９ 部を担当部局へ持参又は郵送

により 提出すると と も に、 PDF フ ァ イ ルを 電子メ ールにより 提出する こ と （ 電子メ

ールを 送信する際の件名は「 方針策定支援業務（ 企画提案書）」 と するこ と ）。 な

お、 提出書類等は返却し ない。  

 

提出書類 備考 提出期限 

①参加意向申出書 ・ 様式１  

７ 月 14 日（ 月）  
②業務実績報告書 

・ 様式２  

・ 本様式は、 別紙「 評価項目及び評価基準表」



⑴の評価項目に係る事項を記載するこ と  

・ 実績と し て報告する業務の概要がわかる資料

（ 契約書写し 等） を添付するこ と  

17 時必着 

③企画提案書 

・ A4、 左綴じ  

・ 自由様式 

・ 表紙に会社名、 会社所在地、 代表者職・ 氏名

を記載するこ と  

・ 企画提案書では、 別紙「 評価項目及び評価基

準表」 の評価項目のう ち⑴を除く 各項目につ

き 提案を行う こ と  

・ ページ数は表紙、 目次等を除き 、 各評価項目

につき ２ ページ以内（ 計 14 ページ以内） と す

るこ と  

④参考見積書 

・ 自由様式 

・ 見積額の根拠がわかるよう に記載するこ と  

・ 業務ごと の単価内訳、 数量（ 人工） 等につい

ても 記載するこ と  

 ⑶ 質問の受付及び回答 

   質問がある場合は、 提出期限（ ６ 月 27 日（ 金） 17 時） までに質問書（ 様式３ ）

を原則と し て電子メ ールにより 提出するこ と 。 その際の電子メ ールの件名は「 方針

策定支援業務（ 質問書）」 と するこ と 。 なお、 提案内容と 関連し ない項目（ 例： 参

加意向申出書の記載方法等） については電話での質問も 認める。  

   また、 質問書への回答は、 ７ 月４ 日（ 金） までに質問者に回答すると と も に、 質

問及び回答の内容を札幌市公式ホームページ内「 教育委員会総務部 入札・ 契約等

情報」 のページに掲載する。  

 

10 選定方法 

「 札幌市学校新改築等施設整備方針策定支援業務に係る企画競争実施委員会（ 以下

「 実施委員会」 と いう 。）」 の審査において、 別紙「 評価項目及び評価基準表」 により

総合的に審査し 、 最も 優れた企画提案者（ 入選者） を 選定する。  

⑴ 参加資格の確認及び書面審査（ 一次審査）  

 ア 参加資格については「 ７  参加資格要件」 に基づき 確認を 行う 。  

 イ  参加資格確認結果及び書面審査の結果は、 確定後速やかに企画提案者全員に通

知する。  

⑵ ヒ アリ ング（ 二次審査）  

企画提案者が多数である場合や書面審査のみで入選者の選定に至ら ない場合等

は、 実施委員会委員長の決定により 、 以下のと おり ヒ アリ ングを 行う こ と がある。  



  ア 対象者 

    書面審査の結果、 ヒ アリ ングの必要があると 認める企画提案者と する。 なお、

企画提案者が多数の場合は、 書面審査を 一次審査と 位置づけ、 ３ 者程度を通過者

数の目安と する。  

  イ  通知時期 

    ヒ アリ ングを 実施するこ と と なっ た場合は、 対象者に対し て一次審査後速やか

に通知する。  

  ウ 出席者 

    企画提案者ごと 総括責任者を含む最大３ 名までと する。  

  エ 時間 

    ヒ アリ ングは１ 企画提案者あたり 約 30 分（ 提案説明 15 分、 質疑 15 分） を 想

定し 、 順次個別に行う （ 対象者数等により 、 １ 企画提案者当たり のヒ アリ ング時

間を 変更する場合がある）。  

  オ 提案説明 

（ ｱ） 提案説明は企画提案書を 使用し て行う こ と 。  

（ ｲ） 説明に際し て、 パワーポイ ント 等の使用を可と する。 ただし 、 その場合も 内

容は企画提案書の範囲内と し 、 資料の追加は認めない。 新たな提案と 判断さ れ

る部分については、 原則、 評価の対象から 除く も のと する。  

（ ｳ） プロジェ ク タ ー及びスク リ ーンは本市にて用意するが、 パソ コ ンは企画提案

者が用意するこ と 。 なお、 パワーポイ ント 等を使用する場合やプロジェ ク タ ー

への事前の接続・ 動作確認等を 希望する場合は、 担当に連絡するこ と 。  

  カ  審査 

( ｱ)  審査は、「 評価項目及び評価基準表」 のすべての評価項目に基づいて評価を

行い、 総合得点が最も 高い者を 入選者と し て選定する。  

( ｲ)  総合得点満点の５ 割を 最低基準点と し て定め、 当該最低基準点に満たない場

合は、 入選者と し ない。 また、 提案者が１ 者であっ ても 、 最低基準点を超えた

と き は入選者と し て選定する。  

( ｳ)  実施委員会による採点が同点と なっ た場合、 評価項目における「 ⑶ア 現

状、 課題の抽出整理」、「 ⑶ウ 整備手法の比較検討」 及び「 ⑶エ 整備方針の

策定支援」 の評価点の合計が高い者を 入選者と し て選定する。 なお、 前述し た



評価点の合計も 同点である場合は、 その企画提案者を対象と し たく じ 引き によ

り 入選者を選定する。  

 ⑶ 委託の相手方の選定及び契約について 

本業務の委託については、 原則と し て入選者を 委託候補者と し 、 その契約手続き

は、 札幌市契約規則によるも のと する。 なお、 企画提案の内容を も っ て契約するも

のと は限ら ない。  

また、 入選者が契約締結までの間に「 ７  参加資格要件」 のいずれかに該当し な

いこ と と なっ た場合や入選者と の交渉が不調に終わっ た場合は、 実施委員会におい

て次点と し た者を 委託候補者に繰り 上げ、 交渉を行う 場合がある。  

 ⑷ 選定結果の通知、 評価についての疑義申立て 

選定の結果は、 企画提案者全員に対し て書面により 通知する。 なお、 企画提案者

は自ら の評価に疑義があると き は、 選定結果に係る通知を 受けた日の翌日から 起算

し て３ 日（ 札幌市の休日を定める条例で規定する休日を除く 。） 以内に、 自ら の評

価について書面により 疑義の申立てを行う こ と ができ る。  

 

11 再委託について 

受託者は、 業務の一部について協力会社への再委託を 行う こ と ができ る。 その場

合、 企画提案書内において、 協力会社名及び委託する業務の内容を 明記するこ と 。  

ただし 、 業務の主たる部分の再委託及び総括責任者を 協力会社の者と するこ と は認

めない。  

 

12 参加資格の喪失 

本企画競争において、 企画提案者が参加資格を 有するこ と を 確認し たと き から 審査

が確定するまで（ 契約候補者にあっ ては契約を締結するまで） において、 次のいずれ

かに該当すると き は、 提出さ れた企画提案に関する評価を 行わず、 又は契約候補者と

し ての選定を 取り 消すも のと する。  

 ⑴ 「 ７  参加資格要件」 を満たし ていないこ と が判明し 、 又は満たさ ないこ と と な

っ たと き  

 ⑵ 提案書類に虚偽の記載をし たこ と が判明し たと き  

 ⑶ 不正な利益を図る目的で実施委員会の委員等と 接触し 、 又は利害関係を 有するこ



と と なっ たと き  

 

13 失格事項 

  以下のいずれかに該当し た者は失格と する。  

 ⑴ 提出書類の提出期間、 提出場所、 提出方法及び記載方法等が、 本提案説明書及び

各様式にて定めた内容に適合し なかっ た者 

 ⑵ 審査の公平性を 害する行為を 行っ た者 

 ⑶ その他、 本提案説明書等に定める手続き 、 方法等を 遵守し ない者 

 

14 参加資格等についての申立て 

本企画競争において、 参加資格を 満たさ ない、 も し く は満たさ ないこ と と なっ た等

の通知を 受けた日の翌日から 起算し て 10 日（ 札幌市の休日を定める条例で規定する

休日を 除く 。） 以内に、 その理由等の説明について書面により 求めるこ と ができ る。  

 

15 著作権に関する事項 

 ⑴ 企画案の著作権は各企画提案者に帰属する。  

 ⑵ 本市が本業務の実施に必要と 認めると き は、 企画案を 本市が利用（ 必要な改変を

含む。） するこ と に許諾するも のと する。 こ の場合は、 あら かじ め企画提案者に通

知するも のと する。  

 ⑶ 企画提案者は、 本市に対し 、 企画提案者自ら が企画を 創作し たこ と 及び第三者の

著作権をはじ めと し たいかなる知的財産権を侵害するも のではないこ と を保証する

も のと する。  

 ⑷ 企画案の利用について、 第三者により 権利侵害の訴えその他の紛争が生じ たと き

は、 企画提案者は、 自己の費用及び責任においてこ れを解決するも のと し 、 かつ当

該紛争によっ て本市が何ら かの損害を 被っ たと き は、 その損害を 賠償するも のと す

る。  

 ⑸ 提出さ れた企画案その他本企画競争の実施に伴い提出さ れた書類について、 札幌

市情報公開条例（ 平成 11 年条例第 41 号） に基づく 公開請求があっ たと き は、 同条

例の定めにより 公開する場合がある。  

 



16 その他留意事項 

 ⑴ 提案は簡潔明瞭な作成に努めるこ と 。  

 ⑵ 本企画競争に係る一切の費用については企画提案者の負担と する。  

 ⑶ 提案書類の提出は１ 案と し 、 提出期限後の提出、 差替え、 変更、 再提出及び追加

は認めない。  

 ⑷ 本市が提供し た資料は、 本市の了解なく 公表し 又は使用するこ と ができ ない。  

 

17 問合せ先（ 担当部局）  

  〒060-0002 札幌市中央区北２ 条西２ 丁目 STV北２ 条ビル５ 階 

  札幌市教育委員会総務部学校施設課計画係 広田、 福士 

  TEL： 011-211-3835 FAX: 011-211-3837 

  電子メ ールアド レ ス： kyoi ku-kei kaku@ci t y. sappor o. j p 

    ホームページ： ht t ps: //www. ci t y. sappor o. j p/kyoi ku/t op/kei yakukoukai / 

shogai gakusyu-kei yaku. ht ml  

 

mailto:kyoiku-keikaku@city.sapporo.jp
https://www.city.sapporo.jp/kyoiku/top/keiyakukoukai/


（提案説明書別紙）

特
に
優
れ
て
い
る

優
れ
て
い
る

普
通

や
や
不
十
分

不
十
分

⑴　過去の業務実績について

学校をはじめとした公共施設に関する整
備支援等の業務実績があり、その活用方
法に係る具体的な例示が本業務の目的を
達成するために有効なものであるか

20 4 5 4 3 2 1

⑵　業務体制等について

業務従事者の経験や組織内外を含めた事
務分担等を踏まえ、企画提案内容を円滑
かつ効果的に進めることができる執行体
制等が整っているか

15 3 5 4 3 2 1

⑶　業務スケジュールについて

提案内容について、円滑かつ効果的な執
行を裏付けるスケジュールの提案があ
り、管理方法や期間設定等が本業務の目
的を達成するために適当なものであるか

20 4 5 4 3 2 1

⑷　業務内容について
　ア　現状、課題等の抽出整
    理

仕様書４⑴に掲げる業務に関し、抽出整
理における着眼点の具体的な例示があ
り、その例示内容が本業務の目的を達成
するために有効なものであるか

35 7 5 4 3 2 1

⑷　業務内容について
　イ　整備手法の整理

仕様書４⑵に掲げる業務に関し、分類整
理の観点について具体的な例示があり、
その例示内容が本事業の目的を達成する
ために適当なものであるか

25 5 5 4 3 2 1

⑷　業務内容について
　ウ　整備手法の比較検討

仕様書４⑶に掲げる業務に関し、比較検
討するにあたって、仕様書に掲げる項目
及び新たに提案する項目につき、想定さ
れる具体的な評価方法や比較条件等の例
示があり、その例示内容が本業務の目的
を達成するために有効なものであるか

35 7 5 4 3 2 1

⑷　業務内容について
　エ　整備方針案の作成

仕様書４⑷に掲げる業務に関し、本市に
おける効果的な手法案の整理及び方針案
の作成に関する業務の内容等が有効なも
のであるか

35 7 5 4 3 2 1

⑷　業務内容について
　オ　その他

仕様書４⑴～⑷に掲げる業務のほかに本
業務の成果をより効果的なものにする提
案があり、当該提案が本業務の目的を達
成するために有効なものであるか
※⑶ア～エの評価項目に関連すると認め
られる場合は、関連する評価項目におい
て評価を行い、本項目では評価しない

15 3 5 4 3 2 1

合計（委員１人あたり） 200

評価項目及び評価基準表
業務名：札幌市学校施設新改築等整備方針策定支援業務

■実施委員評価項目（採点は札幌市学校施設新改築等整備方針策定支援業務実施委員会の委員が行う）

評価項目 評価の視点
配
点

係
数

評　価


